
クロマグロ遊漁について
資料３

（水産庁資料）

○太平洋クロマグロは、日本をはじめ各国で漁獲して
きた結果、資源が激減したことから、中部太平洋
まぐろ類委員会での国際合意に基づき、親魚資源量
を回復させるため、厳しい資源管理措置に取り組む
こととなった。

○国は、クロマグロについて、国際的な資源管理措置
に基づき、漁業者に対し厳格な数量管理を実施して
おり、遊漁者についても、漁業者の取組に準じ協力
をこれまでも求めてきたが、資源管理の実効性を
確保するため、遊漁についても一定の管理を行う
こととし、令和3年6月から広域漁業調整委員会指示
による規制を導入した。

○広域漁業調整委員会指示
①小型魚（30kg未満）の採捕禁止
②大型魚（30kg以上）の保持は１人１日あたり１尾
③大型魚を採捕した場合は重量等の報告
④期間を定め、大型魚の採捕禁止の公示
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クロマグロ遊漁について

○ 大部分の遊漁者は、水産庁のホームページを

確認し、最新の情報を得ながら、採捕禁止期間

でないことを確認して釣りをしている。

○ しかし、規制を知らない、規制を守らない

一部の遊漁者がおり、国や道に違反情報が

寄せられている。

○ 違反情報が寄せられた場合は、国と道で

速やかに共有しながら、国と道が連携して

調査・指導を行っている。

（水産庁HP）

＜現状＞

計画→

実績→
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クロマグロ遊漁について

＜現状＞

○プレジャーボートの違反者から聞き取りすると

詳しく知らなかった。行政はもっと周知すべき

と釈明する事例が多い。

○なお、遊漁船の場合は、利用客が委員会指示

違反となりますが、遊漁船業者は、法で

利用客に「周知させる義務」があるので、

遊漁船業者は法令違反となる可能性がある。

※J1海域は北海道周辺
（水産庁HP）
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クロマグロ遊漁について

○ 委員から意見をいただきたいこと

①プレジャーボートへの周知の方法

・水産庁においてもプレジャーボートの所有者を把握していないため、個別に周知する方法。

→協力依頼先について（JCI、損害保険会社、小型船舶操縦免許講習機関など）

②現在のクロマグロ遊漁の周知先に加えたら良いところについて

・主に遊漁船業者、マリーナ、釣り具店に周知している。

→協力依頼先について（飲食店組合、宿泊業組合など）

※遊漁で採捕したマグロを購入している可能性を想定

-4-




